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２■施策の担当課による評価結果　　　　　 
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６４．２(％)

既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

　「多文化共生推進計画」に基づき、窓口担当者による生活ガイド
ブックの作成など庁内にわたる施策を進めることができた。
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１－５総合計画に
おける基本成果指
標

達成率(％)

９１．７(％)

担当課評価

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

評価票作成者

１－１施策の名称

１－２担当

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

基本成果指標名

　市民と外国人（シェパトン市民や市内在住外
国人等）との交流に関する意識指標

　外国や地域に住む外国人との交流の状況に対する満足

今後の環境変化を踏まえた課題認識

　交流と市民参加「市民と行政が尊重しあう協働のまちづくり」

　国際交流

基本施策コード国際化・国際交流

７０．０（％）

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

目標値（単位） 実績値（単位）

５ ― ２―１

総合評価

Ａ

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

Ａ

市民協働課長
鈴木惠一

市民部 市民協働課

　日本人も外国人も同じ「豊明市民」である環境を整える。そのために市役所が中心となり多言語に
よる情報発信をし外国人が地域の仲間として暮らし、生活にも不便を感じない社会を築く。併せて、
友好都市シェパトン市との交流も活発に進める。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

〃

　「多文化共生推進計画」に基づき、ポルトガル語通訳の充実、多言
語翻訳のデータベース化に取り組むことができた。

　「多文化共生推進計画」に基づき、計画的に施策を進める。

　「外国籍市民施策懇話会」において短期・長期、又総合的な施策の
計画ができ、平成１９年度からスタートできる。

　急増を続ける外国籍市民に対し、継続的に様々な施策を
行う必要がある。 〃

　平成１９年度にスタートをした「多文化共生推進計画」に基づき、
多言語版マップなど全庁的に計画的な施策を進めることができた。

　予想以上に急増する外国人に対しては、早急な対策が必
要である。

　平成１９年度にスタートをする「多文化共生推進計画」に基づき、
計画的に施策を進める。

施策評価票番号 47

評価の内容

　外国籍市民は、経済状況より若干減少傾向にあるもの
の、２，５００人を超える外国人に対して、引き続き経済
不況の問題にも支援していく必要がある。

　急増を続ける外国籍市民に対して、継続的な様々な施策
を行う必要がある。加えて年度後半に起きた経済不況の問
題にも支援していく必要がある。

　外国籍市民は、経済状況により引き続き減少傾向にあり、現在２，４００人余り。「多文化共生推進計画」に基づき、ポルトガル語通訳、翻訳など引き続き取り組むとともに、多言語翻訳のデータ
ベース化などにより翻訳料の削減に努めることができた。

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断
優先順

総合評価 実績値
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ 246（人） Ａ 1 Ａ

2 Ａ 3 Ａ Ａ 3 Ａ 11（人） Ａ 3 Ａ

3 Ａ 4 Ａ Ａ 4 Ａ 13（人） Ａ 4 Ｂ

4 Ｂ 2 Ｂ Ｂ 2 Ｂ
3言語

510（部）
Ｂ 2 Ｂ

5 Ｂ 7 Ｂ Ｂ 7 Ｂ 15（人） Ｂ 7 Ｂ

6 Ａ 6 Ａ Ｂ 6 Ｂ 83（人） Ｂ 6 Ｂ

7 Ａ 5 Ａ Ａ 5 Ａ 676（人） Ａ 5 Ａ

8 Ａ 8 Ａ Ａ 8 Ａ 3（人） Ａ 8 Ａ

9 Ｃ 10 Ｃ - 10 - 50（％） - 10 -

10 Ｂ 9 Ｂ Ｂ 9 Ｂ 216（人） Ｂ 9 Ｂ

11

12

13

14

15

施策を構成する事務事業の評価情報 　平成２０年度

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位) 実績値

暮らし方ガイドブックの作成と生活習
慣講座等の開催事業

日本語教室の受講者数　１００（人） 250（人）

外国語通訳の配置及び登録制度事業 通訳や翻訳に携わった市民の人数　５０（人） 24（人）

外国人への出前説明会・懇談会の実施
事業

懇談会及び出前説明会の参加人数　１００（人） 14（人）

広報の多言語化事業
発行言語数及び配布部数　５（言語）、１５００部
（月）

３言語
500（部）

外国語講座の開設事業 語学教室の受講者数　１００（人） 30（人）

外国文化理解の促進事業 理解講座等への参加者数　２００（人） 112（人）

市民と外国人との交流会イベントの開
催事業

交流イベント参加者数　３００（人） 852（人）

外国人職員の採用事業 外国人職員採用数　３（人） 1（人）

1,036（人）

交流基本計画策定事業（主要事業） 交流基本計画策定進捗度　１００（％） 50（％）

国際交流協会法人化事業（主要事業） ＴＩＲＡ会員数　３５０（人） 292（人）

　平成２1年度

実績値

156（人）

19（人）

１８（人）

３言語
515（部）

14（人）

　平成２２年度

２（人）

50（％）

229（人）

60（人）


